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1．はじめに 
新型コロナウイルスの感染防止対策として、中小企業が

テレワーク等のために行う設備投資について、中小企業経
営強化税制が拡充され、対象となる設備に新たに「デジタ
ル化設備」が追加されました。 

 

2．中小企業経営強化税制 
◆制度の概要 

中小企業経営強化税制とは、①青色申告書を提出する中
小企業者等が、②指定期間内に中小企業等経営強化法の認
定を受けた経営力向上計画に基づき、③生産等設備を構成
する機械装置、工具、器具備品、建物附属設備、ソフトウェ
アで一定の規模以上のものを新規取得等して、④その中小
企業者等の営む指定事業の用に供した場合には、⑤その取
得価額から普通償却限度額を控除した金額までの特別償却
（即時償却）とその取得価額の 10％の税額控除（資本金
3,000 万円超 1 億円以下の法人は 7％）との選択適用ができ
るものです。 
ただし、税額控除における控除税額は、その事業年度の法
人税額の20％を上限とし、限度額を超える金額については、
翌事業年度に繰り越すことができます。 

 

◆対象設備等の範囲 
区分 要件 
生産性向上設備 
（A 類型） 

・中小企業等経営強化法の認定 
・生産性が旧モデル比年平均 1％以
上向上する設備 
・最低取得価額以上※ 
・一定期間内に販売されたモデル 

収益力強化設備 
（B 類型） 

・中小企業等経営強化法の認定 
・投資収益率が年平均 5％以上の投
資計画に係る設備 
・最低取得価額以上※ 

デジタル化設備 
（C 類型） 

・中小企業等経営強化法の認定 
・遠隔操作、可視化又は自動制御化の
いずれかを可能にする設備 
・最低取得価額以上※ 

※最低取得価額 
機械装置：1 台又は 1 基の取得価額が 160 万円以上 
工具：1 台又は 1 基の取得価額が 30 万円以上 
器具及び備品：1 台又は 1 基の取得価額が 30 万円以上 
建物附属設備：一の取得価額が 60 万円以上 
ソフトフェア：一の取得価額が 70 万円以上 
 

 従来、中小企業経営強化税制の対象となる設備は上記の
A 類型及び B 類型の２種類に限られていましたが、「新型コ
ロナウイルス感染症緊急経済対策における税制上の措置」
の一環として、新たに C 類型の設備が追加されました。 
 「遠隔操作」とは、事業を非対面で行うことができるよう
にすること、「可視化」とは、データの集約・分析をデジタ
ル技術を用いて行うこと、「自動制御化」とは、デジタル技
術を用いて、状況に応じて自動的に指令を行うことができ
るようにすること、等とされています。 

「これは」と思うものがあれば、検討の価値はあるので
はないでしょうか。 

 
◆適用対象となる中小企業者等 
①資本金又は出資金の額が 1 億円以下の法人 
ただし、次に掲げる法人に該当するものを除きます。 

・同一の大規模法人※から２分の１以上の出資を受ける
法人  

・２以上の大規模法人※から３分の２以上の出資を受け
る法人 

・前３事業年度の所得金額の平均額等が 15 億円を超え
る法人 

※大規模法人とは、資本金又は出資金の額が１億円超の法
人、資本金又は出資金を有しない法人のうち常時使用する
従業員数が 1,000 人超の法人又は大法人（資本金又は出資
金の額が５億円以上である法人等）との間に当該大法人に
よる完全支配関係がある法人等を指します。 
 
②資本金又は出資金を有しない法人のうち常時使用する従
業員数が 1,000 人以下の法人 
➂常時使用する従業員数が 1,000 人以下の個人 
④協同組合等 
 

◆指定期間 
令和 3 年 3 月 31 日までの期間 
 

◆手続き 
各種申請書は中小企業庁のウェブサイトからダウンロード
ができますので、ご確認下さい。 
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html 
 

3．おわりに 
新型コロナウイルスによる影響は長期に及ぶと言われて

おり、テレワーク（リモートワーク）を推進する流れは、大
企業のみならず中小企業にも広がってきています。 この制
度の適用を受けるためには、経営力向上計画の認定を受け
た上で、設備を取得することが原則となりますので、お早
めにご検討下さい。 


